
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 2年度当初予算令和02 通常 令和02 02 25
0303040205 新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略

04 農林水産物の高付加価値化と国内外への展開強化県産農産物販売力強化支援事業
企業とタイアップした流通・販売体制の構築02

農林水産部 農業経済課販売戦略室 販売戦略班 1771 藤村幸司朗 伊藤潤秋

令和02 令和04

　近年は、実需者が産地と接点を持ち、取引を進める動きが強くなっているものの、本県では、農業 　自ら販路拡大に取り組む農業者等を育成し、県外や海外への展開を促進するほか、農業者と事業者
者や生産団体の商談体制が整っておらず、取引が成立しない事例が多く見られる。このような状況を が連携しながら、これまでにない付加価値等を訴求した農産物のブランド化に向けた取組を支援し、
打開するためには、多様な実需ニーズを逃さず、農業者等が積極的に商談に臨めるようスキルの向上 稼ぐ力と所得の向上を図る。
を図るとともに、県外や海外への販路開拓活動を支援する必要がある。　　　　　　　　　　　　　
　また、園芸メガ団地等の取組により、ロットやオリジナル品種等の強みはあるものの、付加価値等
を訴求した商品づくりが進んでいないことから、品質や価格の両面で県産農産物を牽引するトップブ ● ○
ランド農産物の創出を支援する必要がある。

県、農業者、事業者等

農業者、事業者、実需者等

■ □ R01 10

　農業者等を対象とした商談スキル向上のための研修会開催や商談会出展や営業活動への支援、農業
□ □ ■ □ 者と事業者が連携した商品づくり等への支援

□

　農業者等からは、実需者からの直接取引に対応できる商談スキル等の向上や販路拡大への支援が求
められているほか、卸、仲卸事業者からは品質や価値を訴求した農産物生産が求められている。

　座学で行う研修のみではなく、農業者が実際に商談会に出展し、実需者へ商談を行う実践も組み合わせた内容とすること
により、農業者が商談経験を積むことができ、早期のスキルアップにつながる。また、農業者と事業者が連携することで実
需者ニーズを捉えた生産と効果的なテストマーケティングが可能となる。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

農業者等営業力強化事業 　自ら販路開拓に取り組む農業者等を対象に、販路開拓の専門家を派遣して商談ノウハウ
01 の習得を支援するとともに、実需者との商談機会を提供して商談経験を蓄積する。       5,879       5,879           0           0      5,879           0        17,637

あきたトップブランド創出支援事業 　これまでにない付加価値のあるトップブランド農産物を創出するため、新たな規格の設
02

定、生産から集荷・選別方法の確立、テストマーケティング等の取組を支援する。       1,517       1,517           0      1,517           0           0         4,551

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

       22,188      7,396       7,396           0           0          0      7,396

            0          0           0          0           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

       14,792農林漁業振興臨時対策基金繰入金       7,396       7,396           0           0          0          0

          0       7,396           0           0           0         7,396          0



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

実需者ニーズをつかみ、自ら販路開拓に取り組む農業者等が育成されるとともに、ブラン

ド力がある県産農産物が創出され、農家の所得向上につながる。

県が支援し商談体制を整備した事業者数（累計）

●県が支援し商談体制を整備した事業者数　１２件／年

○

30 0 1 02 03 0 4 0 5 0 6
        12        24        36                               36                    

                    

                    農業経済課販売戦略室調べ

                    

○ ● ○0 4

生産者と事業者が連携し付加価値のある商品開発に取り組んだ数（累計）

●生産者と事業者が連携し付加価値のある商品開発に取り組んだ数　２件／年

○

0 33 0 0 1 0 2 0 4 0 5 0 6
            6                             2         4         6                    

                    

                    農業経済課販売戦略室調べ

                    

○ ● 0 4 ○

　農業者自らの商談スキル等を向上させ、国内外への販路を拡大するとともに、農業者と
事業者が連携し県産農産物のブランド化を図る取組は、農産物の高付加価値化や国内外へ
の展開強化、流通・販売体制の構築に必要な取組である。

　専門家を派遣した商談スキルの向上や販路開拓支援のための研修、付加価値のある商品
づくりの支援は、農業者等のニーズを踏まえた取組である。

□□ □
■

　全県での農業者側の商談スキルの底上げが必要であること、リスクの高いモデル的な取
組の立ち上げを後押しし、県産農産物の評価や認知度を更に高めようとするものであるこ
とから、県として関与する必要がある。

○ ○


